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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第38期
第３四半期
連結累計期間

第39期
第３四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 6,968,251 6,135,161 9,335,894

経常利益又は経常損失(△) (千円) 166,058 △351,061 97,059

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 112,881 △206,947 49,457

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 125,883 △226,287 50,625

純資産額 (千円) 2,589,735 2,379,512 2,514,138

総資産額 (千円) 6,895,933 6,918,688 6,950,481

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) 6.32 △11.17 2.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 6.31 ― 2.75

自己資本比率 (％) 37.5 34.4 36.1
 

 

回次
第38期
第３四半期
連結会計期間

第39期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.74 1.06
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第39期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（以下、「当第３四半期」という。）における我が国経済は、米国経済は堅調に推移

しているものの、中国や新興国経済の減速懸念、米国の大統領選挙や利上げの影響による急激な為替相場の変動な

ど、先行きについては不透明感が強まっております。

このような状況下、当社グループは、平成30年３月期の利益計画「ＡＳＥＡＮプロジェクト」の４年目を迎え、

「生産能力の増強」「サプライチェーンの構築」「更なる付加価値製品の提供」をテーマに、計画の達成に向けて

引き続き取り組んでおります。製造子会社であるNISSEY VIETNAM CO.,LTD.においては、表面処理専用の新工場

（平成27年９月着工）が８月から本格稼働を開始したことにより、時計関連部品等の一貫生産工場としての効率が

大幅に向上しました。また、更なる生産効率の向上に向けて、半自動化・オートメーション化も引き続き推進して

おります。同じくNISSEY CAMBODIA CO.,LTD.の敷地内では、新工場（NISSEY CAMBODIA METAL CO.,LTD.）の建設に

着工しました。これらの取り組みと並行して、その他事業であるウエアラブル関連や健康器具等の新規顧客との取

引拡大など、受注促進にも注力してまいりました。一方、インバウンド需要の減速などにともない時計関連の受注

は減少しており、販売単価の下落や消費の節約志向などにより、メガネフレームも厳しい環境が続いております。

この結果、当第３四半期の連結売上高は6,135,161千円（前年同四半期は6,968,251千円）となりました。

損益につきましては、売上総利益は、NISSEY VIETNAM CO.,LTD.において、残業時間の削減等の製造コストの圧

縮に努めてまいりましたが、時計関連の取引先の在庫調整などによる受注の減少、そして繰越在庫の減少に加え、

上期の円高によるグループ全体の売上の減少などの複数のマイナス要因が重なり1,031,520千円（前年同四半期は

1,644,783千円）となりました。営業損失は、労務費や諸経費削減等の販管費の圧縮を行いましたが、売上総利益

の減少により287,486千円（前年同四半期は営業利益231,767千円）となりました。経常損失は、第３四半期末にか

けての円安による在外子会社の外貨建て債務等の為替評価損の計上などにより351,061千円（前年同四半期は経常

利益166,058千円）となりました。親会社株主に帰属する四半期純損失は、製品安定供給準備金200,000千円を特別

利益に計上しましたが、個別の黒字決算による法人税等の計上などもあり206,947千円（前年同四半期は親会社株

主に帰属する四半期純利益112,881千円）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

① 時計関連

時計関連の売上高は4,656,129千円となり、前年同四半期比で652,233千円減少しました。このうち、時計バン

ドの売上高は、海外の取引先からは新規モデルの受注などにより２割以上増加しましたが、国内の取引先につい

ては、取引先の在庫調整や上期の円高の影響などもあり、大幅な減少となりました。また同じく時計部品の売上

高についても、国内の取引先からの受注の減少などにより大幅な減少となりました。

　これにより、前述した売上総利益の減少もあり、セグメント損失は303,760千円（前年同四半期はセグメント

利益360,017千円）となりました。

② メガネフレーム

メガネフレームの売上高は968,868千円となり、前年同四半期比で413,410千円減少しました。このうち、㈱村

井の売上高は、新規に投入したブランドは好調なものの、海外売上の減少、また国内の市場環境は一層厳しく

なっており、取引先の在庫調整等による受注の減少なども重なり、359,029千円の大幅な減少となりました。ま

た、当社のメガネフレーム部門の売上高は、大型チェーン店や大手メーカーからの受注の減少などにより54,381

千円の大幅な減少となりました。

　しかしながら、㈱村井の利益重視の営業活動の強化、円高による仕入コスト及びロイヤルティの減少、販管費

の削減などにより赤字幅は縮小し、セグメント損失は110,362千円（前年同四半期は164,769千円）となりまし

た。
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③ その他　

その他の売上高は510,163千円となり、前年同四半期比で232,553千円増加しました。釣具用部品は減少、静電

気除去器は微増でしたが、新規製品であるウエアラブル関連及び健康器具の売上分が著しい増加となりました。

これにより、セグメント利益は114,939千円（前年同四半期は23,251千円）となりました。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費については、特記すべきものはありません。

　

(4) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、その他の生産高（前年同四半期比54.3％増）、受注高（前年同四半期比

58.2％増）、受注残高（前年同四半期比59.2％増）、販売高（前年同四半期比83.8％増）がそれぞれ著しく増加し

ております。

　これは、新規製品であるウエアラブル関連及び健康器具の生産、受注及び販売などによるものであります。

 
(5) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した主要な設備の計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称

設備の

内容

投資予定金額(千円) 資金調

達方法
着手年月

完了予定

年月

完成後の

増加能力総額 既支払額

NISSEY
CAMBODIA METAL
CO.,LTD.

カンボジア

第３工場

(カンボジア)
時計関連 製造設備 未定 182,288

契約先から
の生産準備
金の受取

平成28年

９月

平成29年

８月
未定

 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,000,000

計 39,000,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,768,999 18,768,999
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 18,768,999 18,768,999 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年12月31日 ― 18,768,999 ― 1,868,253 ― 1,850,191
 

　　　　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式      208,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   18,554,000 18,554 ―

単元未満株式 普通株式        6,999 ― ―

発行済株式総数         18,768,999 ― ―

総株主の議決権 ― 18,554 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式574株が含まれております。

３．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本精密株式会社

川口市本町4丁目1-8 208,000 ― 208,000 1.11

計 ― 208,000 ― 208,000 1.11
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、フロンティア監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,355,892 1,286,826

  受取手形及び売掛金 1,096,960 950,719

  商品及び製品 420,408 561,673

  仕掛品 777,437 636,823

  原材料及び貯蔵品 318,707 276,967

  その他 202,613 215,145

  貸倒引当金 △40,463 △35,239

  流動資産合計 4,131,558 3,892,914

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 824,602 1,355,149

   機械装置及び運搬具（純額） 682,324 628,693

   工具、器具及び備品（純額） 80,722 86,803

   土地 123,614 123,614

   建設仮勘定 414,359 185,781

   有形固定資産合計 2,125,623 2,380,042

  無形固定資産   

   借地権 410,708 411,527

   その他 54,803 40,411

   無形固定資産合計 465,512 451,938

  投資その他の資産   

   投資有価証券 82,323 67,499

   敷金及び保証金 35,241 33,845

   その他 82,794 73,389

   貸倒引当金 △13,442 △13,442

   投資その他の資産合計 186,918 161,291

  固定資産合計 2,778,054 2,993,273

 繰延資産   

  開業費 40,869 32,500

  繰延資産合計 40,869 32,500

 資産合計 6,950,481 6,918,688
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 767,182 ※2  791,726

  短期借入金 1,238,450 996,959

  1年内返済予定の長期借入金 583,947 731,819

  未払法人税等 22,706 47,193

  賞与引当金 35,125 2,120

  その他 265,325 312,810

  流動負債合計 2,912,738 2,882,628

 固定負債   

  長期借入金 1,396,471 1,526,889

  繰延税金負債 12,933 7,164

  退職給付に係る負債 114,198 118,675

  その他 ― 3,817

  固定負債合計 1,523,604 1,656,547

 負債合計 4,436,342 4,539,175

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,820,976 1,868,253

  資本剰余金 1,804,081 1,851,358

  利益剰余金 △1,099,959 △1,306,907

  自己株式 △41,314 △41,366

  株主資本合計 2,483,783 2,371,338

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 25,117 16,170

  為替換算調整勘定 2,395 △7,995

  その他の包括利益累計額合計 27,513 8,174

 新株予約権 2,841 ―

 純資産合計 2,514,138 2,379,512

負債純資産合計 6,950,481 6,918,688
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 6,968,251 6,135,161

売上原価 5,323,468 5,103,641

売上総利益 1,644,783 1,031,520

販売費及び一般管理費 1,413,015 1,319,006

営業利益又は営業損失（△） 231,767 △287,486

営業外収益   

 受取利息 1,067 221

 受取配当金 1,271 1,424

 受取家賃 4,420 9,473

 持分法による投資利益 ― 2,121

 貸倒引当金戻入額 ― 5,223

 その他 6,583 7,497

 営業外収益合計 13,342 25,962

営業外費用   

 支払利息 42,095 46,993

 為替差損 21,669 19,511

 その他 15,286 23,032

 営業外費用合計 79,051 89,537

経常利益又は経常損失（△） 166,058 △351,061

特別利益   

 固定資産売却益 ― 523

 製品安定供給準備金 ― 200,000

 新株予約権戻入益 ― 1,447

 特別利益合計 ― 201,970

特別損失   

 固定資産除却損 474 47

 投資有価証券評価損 ― 5,173

 災害による損失 ― 3,155

 特別損失合計 474 8,376

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

165,584 △157,466

法人税等 52,702 49,480

四半期純利益又は四半期純損失（△） 112,881 △206,947

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

112,881 △206,947

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 13,710 △8,947

 為替換算調整勘定 △707 △10,391

 その他の包括利益合計 13,002 △19,339

四半期包括利益 125,883 △226,287

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 125,883 △226,287

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結会計期間において、新たに設立したNISSEY CAMBODIA METAL CO.,LTD.を連結の範囲に含めており

ます。また、第１四半期連結会計期間より、重要性が増した関連会社であるモンドティカジャパン株式会社を持分法

の範囲に含めております。 　　

　

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

１. 受取手形割引高及び電子記録債権割引高

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

受取手形割引高 50,022千円 111,481千円

電子記録債権割引高 102,764 〃 88,755 〃
 

　

※２. 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連

結会計期間末残高に含まれております。

 

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

支払手形 ― 75,397千円
 

　

３. 当座貸越契約

当社及び連結子会社((株)村井)は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結し

ております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

当座貸越極度額の総額 400,000千円 400,000千円

借入実行残高 400,000 〃 331,000 〃

差引額 ― 69,000千円
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４. 財務制限条項

当社は、設備資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と実行可能期間付タームローン契約を締結しており

ます。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。なお、借入可能期間は平成26年３月28日で終了

しております。タームローン契約に基づく長期借入金(１年以内返済予定の長期借入金を含む。)の当第３四半期連

結会計期間末の残高は76,511千円(前連結会計年度末は102,008千円)であります。

 

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

実行可能期間付
タームローンの総額

170,000千円 170,000千円

借入実行残高 170,000 〃 170,000 〃

差引額 ― ―
 

　上記の実行可能期間付タームローンには、下記の財務制限条項が付されております。

(1) 借入人は、平成25年３月決算期(当該決算期を含む。)以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借

対照表において、純資産の部の合計額を、平成24年３月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額

又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の80％以上に維持すること。

(2) 借入人は、平成25年３月決算期(当該決算期を含む。)以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の損益

計算書において、営業損益の金額を０円以上に維持すること。

　

　前連結会計年度（平成28年３月31日）

　借入金のうち、長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。)20,032千円は、下記の財務制限条項が付され

ております。

(1) 借入人は平成24年３月期以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表において、純資産の部

の合計額を、平成23年３月期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における

純資産の部の合計額のいずれか大きい方の80％以上に維持すること。

(2) 借入人は平成24年３月期以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の損益計算書において、営業損益の

金額を０円以上に維持すること。
　
当第３四半期連結会計期間（平成28年12月31日）

　借入金のうち、長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。)6,704千円は、下記の財務制限条項が付され

ております。

(1) 借入人は平成24年３月期以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表において、純資産の部

の合計額を、平成23年３月期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における

純資産の部の合計額のいずれか大きい方の80％以上に維持すること。

(2) 借入人は平成24年３月期以降の各年度決算期の末日における借入人の連結の損益計算書において、営業損益の

金額を０円以上に維持すること。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 161,008千円 190,910千円
 

 
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日）

株主資本の著しい変動

当社は、第三者割当増資による新株の発行及び第３回新株予約権の行使により、当第３四半期連結累計期間にお

いて資本金及び資本準備金がそれぞれ105,154千円増加し、この結果、当第３四半期連結会計期間末において資本

金が1,820,976千円、資本剰余金が1,804,081千円となっております。　
　
当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日）

株主資本の著しい変動

当社は、第３回新株予約権の行使により、当第３四半期連結累計期間において資本金及び資本準備金がそれぞれ

47,277千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が1,868,253千円、資本剰余金が1,851,358千円と

なっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 時計関連 メガネフレーム その他 合計

 売上高     
　 外部顧客への売上高 5,308,362 1,382,278 277,610 6,968,251

　 セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

― ― ― ―

計 5,308,362 1,382,278 277,610 6,968,251

 セグメント利益又は損失(△) 360,017 △164,769 23,251 218,499
 

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 218,499

　減損固定資産の減価償却費の調整 4,145

　その他の調整額 9,121

　四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 231,767
 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 時計関連 メガネフレーム その他 合計

 売上高     
　 外部顧客への売上高 4,656,129 968,868 510,163 6,135,161

　 セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

― ― ― ―

計 4,656,129 968,868 510,163 6,135,161

 セグメント利益又は損失(△) △303,760 △110,362 114,939 △299,182
 

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 △299,182

　減損固定資産の減価償却費の調整 4,141

　その他の調整額 7,554

　四半期連結損益及び包括利益計算書の

　営業損失(△)
△287,486
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は
　　１株当たり四半期純損失金額(△)

6円32銭 △11円17銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△) (千円)

112,881 △206,947

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額又は
普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△) (千円)

112,881 △206,947

普通株式の期中平均株式数 (千株) 17,864 18,522

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 6円31銭 ―

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 (千円) ― ―

普通株式増加数 (千株) 26 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月８日

日本精密株式会社

　　　取締役会  御中

 

フロンティア監査法人
 

　
指定社員
業務執行社員

 公認会計士   藤 井 幸 雄   印
 

　
指定社員
業務執行社員

 公認会計士   本 郷 大 輔   印
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精密株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精密株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

日本精密株式会社(E02325)

四半期報告書

16/16


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益及び包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

